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経営ビジョンとビジネスモデル

スマート浚渫で海の未来を創造する

理 念

持続可能な企業経営を実現するためには、企業の変革だけに留まらず、
長期的には業界全体の改善を図っていくことが重要だと考えています。
ＤＸ推進により、先ずは自社で変革を実現し、ひいては業界のリーディングカンパニー
として、業界全体の底上げと課題解決の実現を目指しています。

自社の変革

業界全体の
底上げ・課題解決

開発資源の再拡充

技術開発

競争力向上

付加価値の
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新技術の
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ＤＸ戦略

APOLLO18

アポロ18号

〇 2022年11月建造

〇 強力かつ精密な浚渫性能

〇 徹底した環境への配慮

〇 最新技術を複数搭載

最新のデジタル技術を搭載した浚渫船の建造



ＤＸ戦略

最新のデジタル技術を搭載した浚渫船の建造

現在主流となっている「ICT浚渫工」に必要なデジタル技術の装備だけではなく、さらに高度な技術開発、設備へ投資。
結果として作業船や技術者が減少している現況下、従来と比較しても劣らない生産性を実現可能に。
さらに今後も、技術力を醸成し、新たな付加価値を創造し続けていく。

【アポロ18号】
2022年11月建造

・施工管理システム

・Plus3Dバケットモニター

・アルパレーダーシステム

・油圧制御式自動浚渫システム《日本初》

・自動出来形測量・遠隔管理システム

・自動潮位管理システム

・自動潮流管理システム
自社開発技術ＮＥＴＩＳ登録

◇生産性向上
◇技術提案力向上
◇受注機会増加

◇生産性向上
◇技術提案力向上
◇受注機会増加

Ｓｔｅｐ1 現在 Ｓｔｅｐ2 2.3年後 Ｓｔｅｐ3 10年後

データの見える化による
効率化、品質向上

◇業界全体の技術力と
生産性向上

◇業界全体の技術力と
生産性向上

現在よりも
生産性向上
２倍を目指す

ICT/IoT/DX 各種蓄積データ

付加価値

新たな
技術開発エンジン技術開発エンジン

データの蓄積

クラウドサービスやコミュニケーションツールの導入により、
データは本社・各現場・作業船間でリアルタイムで共有可能



ＤＸ戦略における組織・体制

代表取締役

企画管理部工事部技術部

役員会議

ＤＸ推進委員会
・各部門より委員を選出
・部門間の連携調整
・外部専門家のマッチング
・部門横断ブレインストーミ
ングセッションの企画実行

外部専門家

ＩＴ・財務
労務・法務

ＤＸ推進委員会を発足し、技術部門が中心となり、経営陣の指示のもと、より包括的な取組を実現するため、以下のような体制を整えている。
技術部門の専門知識に加え、工事部門、企画管理部門を交えることで、多角的な観点からのブレインストーミングセッションが可能となる。

部門横断ブレインストーミングセッション

◇ＤＸ推進委員会の中心となる技術部門においては、女性を中心とした若手人材の確保に注力

◇別業界からの中途採用も多く受け入れ、多様な人材を確保

◇土木関連の専門教育を受けた方に限定せず、志願者の意欲と可能性を重視した選考を実施

◇社内においても、部門異動希望を受け入れ、社内全体でＤＸ推進への意識を向上

◇各種業務（スケジュール管理、備品管理、経理・会計業務）へのＩoTツールやSaaSサービス導入により

業務の省人化・効率化を実現し、技術開発への人的リソース確保が可能に

連携



ＤＸ推進指標

弊社では、ＤＸ推進の取り組みによる成果を、下記の指標を用いて評価している。

工事受注率

技術提案採用率

ＮＥＴＩＳ登録件数

ＤＸ推進により向上した技術提案力が、
工事受注にどの程度寄与しているかを測る重要な指標

自社開発技術を含め、ＤＸを考慮して策定した
技術提案が、発注者にどの程度評価されているかを測る
重要な指標

新技術の開発と認定取得は、自社の技術力を客観的に
示す重要な指標

入札時の総合評価制度において、近年はＩＣＴに関する
技術力が高く評価されるようになったことから、

ＮＥＴＩＳ登録件数増加は技術提案採用率向上に繋がる

技術提案採用率向上は、入札時の総合評価制度に
おいて、工事受注率向上に直接的に寄与する

上記の指標に基づき、定期的に経営陣を含めＤＸ推進委員会を中心とした社内評価会議を開催し、

ＤＸ戦略の効果検証と必要に応じた見直しを行う。

また、工事部を中心とした生産現場からのフィードバックを積極的に収集し、ＤＸ戦略の改善に活かす。

以上により、常に最適な形でＤＸ戦略を推進していく。

※技術提案採用率
＝発注者からの技術提案の「評価」


